



　2011 年 3 月 11 日，太平洋三陸沖を震源に未曽有の災
害が生じた。内閣府の報告 (1) によると，死者・行方不
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Physical activities and time spent in sedentary state five months later from 2011 
Great Eastern Japan Earthquake among adolescents belonging to a
 middle school damaged and minimally damaged area
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　　2011 Great Eastern Japan Earthquake had a negative influence on the lifestyle of the Japanese population. The purpose of the 
present study is a comparison of the physical activity among adolescents belonging to a middle school in the tsunami stricken coastal 
area of Higashi-matsushima city with less seriously damaged areas in Aomori city. Three hundred seventy four students in Higashi-
matsushima and 399 students of Aomori were assessed by a self-administered questionnaire at the end of July 2011. Time spent in 
a sedentary state during weekdays as measured in the questionnaire was significantly higher for the students in Higashi-matsushima 
(553 ± 249 min/day) than the students in Aomori (459±304 min/day). Physical activity among middle school students in the tsunami 
stricken coastal area, which was conducted five months after the earthquake, may be lower than that among students in the less seriously 
damaged area.


















ロメートルにある A 中学校の生徒 374 名（男子 191 名，
女子 182 名，無回答 1 名）と，青森県青森市にある B
中学校の生徒 399 名（男子 190 名，女子 207 名，無回答






















Health Organization，以下 WHO）で利用されている WHO 
Health Behavior in Schoolchildren survey（HBSC）（15,16） の
運動・スポーツ項目，及び国際標準化身体活動質問票
（International Physical Activity questionnaire，以下 IPAQ）(17,18）
項目の一部である非活動時間を参考に設問した。








て，「毎日」，「週に 4 ～ 6 回」，「週に 2 ～ 3 回」，「週に 1 回」，「月





約 1 時間」，「週に約 2 ～ 3 時間」，「週に約 4 ～ 6 時間」，
｢ 週に 7 時間以上」の 6 項目で評定した。これら項目に
対して，先行研究（15,16）を参考に，｢ 活動的 ｣，｢ 不活動
的 ｣ の 2 つに分類した。すなわち，「週に 2 ～ 3 回」以上，
かつ「週に約 1 時間」以上と回答した者を「活動的 ｣ と
し，それ以外の「週に１回」以下，または「週に約 30 分」
以下と回答した者を「不活動的」と分類した。






の再テストによる信頼性が検討されており , 頻度項目 ,
時間項目 , 頻度と時間による項目のκ統計量は 0.12 から



























及び身長体重から算出した Body Mass Index（BMI）（kg/
m2）については，対応のない t 検定を行った。HBSC で




　全ての分析は，統計ソフト SPSS17.0 for Windows を使
用し，統計上の有意水準は 5％とした。
３　結果
　表 2 には，対象者の身体特性を示した。A 中学校と B
中学校の生徒の身長，体重，BMI に違いがみられなかっ
た。
　表 3 には，A 中学校と B 中学校の運動・スポーツ活
動の実施者割合を示した。中学 2 年生に違いがみられ（χ2 
(1) = 6.98, P = 0.010），被災地の東松島市にある A 中学校の方
が活動している者が多かった。特に，A 中学校の男子は
67 名（99%）が活動的であり，B 中学校と比べて男子の




ともに，中学 1，2 年生に比べて，中学 3 年生の不活動
的な者の割合が高い傾向がみられた。
　表 4 には，非活動時間の平均と標準偏差を示した。平
日では，全体（P < 0.001），男子（P = 0.001），女子（P = 0.002），
及び 2 年生全体（P = 0.002），2 年生男子（P = 0.026），2


















































Booth et al.（16）では，平均年齢 13 歳の集団における活動
的な男子は 71%，女子は 61%，さらに，平均年齢 15 歳
の集団における活動的な男子は 75%，女子は 55% と報
告している。これら割合と比較してみると，本研究の A
















A 中学校がある東松島市の被害状況は，全壊が 5,484 戸，






























学校では 217 名（58%），B 中学校では 167 名（42%）が
それぞれ超過していた。その他，子どもの非活動時間を
報告した研究について，1990 年から 2010 年までの 20 年
間をレビューした Pate et al.（27）の研究では，調査票によ
る一日あたりの非活動時間の範囲が 282 分から 480 分と
報告している。米国で行われた大規模調査の the National 
Health and Nutrition Examination Survey（NHANES） の 研

























園利用状況を報告した Rung et al.（29）は，災害後，18 歳



















































洋沖地震 ( 東日本大震災 ) について． http://www.kantei.
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